
事 業 報 告



事業の経過及び成果等

海外経済

先進国を中心に緩やかな成長が継続

新興国経済の減速の影響も

金融経済環境

先行きの不透明感を払拭できず

わが国経済

招集ご通知：１９頁

景気は一進一退



事業の経過及び成果等

金融経済環境

招集ご通知：１９頁

金融資本市場

世界的な株価下落
原油価格の一段の下落、米国の利上げ
マイナス金利政策の導入など

相場が大きく変動

債券市場

わが国の長期国債の利回りはマイナスに



事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果

２０１５年
１１月４日

東京証券取引所

市場第一部に上場

招集ご通知：２０頁



事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果

お客さま満足度Ｎｏ.１のサービスを提供する

「最も身近で信頼される銀行」

（約２４,０００局の郵便局）
全国を網羅する
ネットワーク

安定的収益を確保する

「本邦最大級の機関投資家」
適切なリスク管理

運用の高度化を推進

招集ご通知：２０頁

Super Regional & Super Global



業務粗利益

２０１４年度

１６,３４７

２０１５年度

（単位：億円）

事業の経過及び成果等

１兆４,５２０億円

事業の経過及び成果（損益の状況）

前年度比

１,８２６億円

招集ご通知：２０頁



事業の経過及び成果等

２０１４年度

１５,４０７

２０１５年度

１兆３,６１０億円

事業の経過及び成果（損益の状況）

資金利益 （単位：億円）

外国証券利息が着実に増加

国債利息減少の
影響を緩和

前年度比

１,７９７億円

招集ご通知：２０頁



事業の経過及び成果等

２０１４年度

８９２

２０１５年度

９１１億円

事業の経過及び成果（損益の状況）

役務取引等利益 （単位：億円）

資金利益の減少の
一部を補う

投資信託・ＡＴＭ関連の
収益拡大

前年度比

１８億円

招集ご通知：２０頁



２０１４年度 ２０１５年度

１１,１４７

事業の経過及び成果等

１兆６６１億円

事業の経過及び成果（損益の状況）

経費 （単位：億円）

預金保険料率引き下げ
前年度比

４８５億円

招集ご通知：２０頁



事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果（損益の状況）

２０１４年度

３,６９４

２０１５年度

３,２５０億円

当期純利益 （単位：億円）

前年度比

４４３億円

招集ご通知：２０頁

５,６９４

２０１４年度 ２０１５年度

４,８１９億円

（単位：億円）経常利益

前年度比

８７４億円



事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果（損益の状況）

Ｒ Ｏ Ａ ０.１５％（総資産当期純利益率）

Ｒ Ｏ Ｅ ２.８０％（資本当期純利益率）

招集ご通知：２１頁

７３.４２％Ｏ Ｈ Ｒ
（ 経 費 率 ）



事業の経過及び成果等

（２０１７年度末までの間）

上場から期末配当基準日までの
期間が６か月未満

２０１５年度の配当

普通株式１株当たり ２５円００銭

事業の経過及び成果（配当性向）

当期純利益に対し５０％以上（年間）を目安とする方針

招集ご通知：２１頁



事業の経過及び成果等

３２８,９３６

２０１４年度 ２０１５年度

４５兆３,９５５億円

２０１４年度

１,０６７,６７０

２０１５年度

８２兆２,５５６億円

事業の経過及び成果（財産の状況）

国債 （単位：億円） 外国証券 （単位：億円）

前年度末比

２４兆５,１１３億円
前年度末比

１２兆５,０１９億円

招集ご通知：２２頁



事業の経過及び成果等事業の経過及び成果等

２０１４年度

１１６,３０２

２０１５年度

１１兆５,０８１億円

事業の経過及び成果（財産の状況）

（単位：億円）純資産

株主資本

評価・換算差額等

招集ご通知：２２頁

前年度末比 ２,６２４億円
２兆９,０２８億円

前年度末比 １,４０３億円
８兆６,０５２億円



事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果（財産の状況）

招集ご通知：２２頁

前年度末比 １２.０４％ポイント
２６.３８％

単体自己資本比率
（ 国 内 基 準 ）



事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果（リテール営業戦略の強化）

招集ご通知：２４頁

２０１４年度

３,７７０

２０１５年度

４,２７０億円
投資信託 （単位：億円）

２０１４年度

６６９

２０１５年度

９２２億円

変額年金保険 （単位：億円）

資産運用商品の販売 ＡＴＭ取引

手数料ビジネスの強化



事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果（リテール営業戦略の強化）

お客さまの長期安定的な資産形成をお手伝い

日本郵便・三井住友信託銀行・野村ホールディングスと提携

ＪＰ投信株式会社を設立

ＪＰ投信株式会社が設定・運用する
投資信託の取扱いを開始

２０１６年
２月

招集ご通知：２４頁～２５頁



事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果（リテール営業戦略の強化）

ＡＴＭ 戦略的配置

当行ＡＴＭ

全国すべての地方銀行のカードが
ご利用可能

２０１６年
１月

招集ご通知：２５頁

地域金融機関との連携



２０１６年
３月

事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果（リテール営業戦略の強化）

通帳を発行しない総合口座

「ゆうちょダイレクト＋（プラス）」の
取扱いを開始

２０１５年
９月

招集ご通知：２５頁

利便性向上のためインターネットバンキング

「ゆうちょダイレクト」を
リニューアル



運用の高度化、ポートフォリオの組替え

事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果（資金運用戦略の展開）

ＡＬＭ （資産・負債の総合管理）

サテライト・ポートフォリオ （ＳＰ）

国際分散
投資等

外貨調達

ＢＰからの借入
（円）

ベース・ポートフォリオ （ＢＰ）

貯金等

国債等

ＳＰへの貸出

※当行は、ＡＬＭ（資産・負債の総合管理）の枠組みとしてベース・ポートフォリオとサテライト・ポートフォリオを設けております。
サテライト・ポートフォリオでは、主としてベース・ポートフォリオからの借入により資金を調達しております。

招集ご通知：２５頁



事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果（資金運用戦略の展開）

サテライト・ポートフォリオを拡充

サテライト・ポートフォリオの残高

約４８兆円 約６１兆円
中期経営計画の想定を

前倒して達成

歴史的低金利の継続

ベース・ポートフォリオの残高の減少

招集ご通知：２５頁



事業の経過及び成果等

運用態勢の
さらなる強化

リスク管理態勢の
充実

事業の経過及び成果（資金運用戦略の展開）

招集ご通知：２６頁



事業の経過及び成果等

事業の経過及び成果（内部管理態勢の充実・経営基盤の強化）

コンプライアンスの
さらなる浸透

内部管理態勢の
充実

招集ご通知：２６頁



事業の経過及び成果等

上場企業としてさらなる経営基盤の強化

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」の制定

執行役の報酬に関して
業績連動型株式報酬の導入準備

招集ご通知：２６頁



対 処 す べ き 課 題



対処すべき課題

中期経営計画

顧客基盤の確保と手数料ビジネスの強化１

サテライト・ポートフォリオの資産内容充実など運用の高度化２

内部管理態勢の充実・経営基盤の強化３

招集ご通知：２７頁

安定した
資金調達

厳しさを増す経営環境

安定的な利益
を計上

強固な
資本基盤

ＡＬＭ・
運用戦略



１

対処すべき課題

顧客基盤の確保と手数料ビジネスの強化

信頼に基づくお客さまとの
安定的で持続的な関係のさらなる深化

金利変動による影響を受けにくい手数料ビジネスの強化

資産運用商品の販売やＡＴＭ提携サービス等の取り組み

連携
リテール営業力を強化

招集ご通知：２７頁



対処すべき課題

ＪＰ投信株式会社の投資信託商品など
簡単でわかりやすい商品の促進

１ 顧客基盤の確保と手数料ビジネスの強化

資産運用商品の
販売

ＡＴＭ

コンサルティング営業の強化

設置場所を選ばない小型機の導入

全国のファミリーマート店舗をはじめ
利便性の高い場所への設置の拡大

当行ＡＴＭネットワークの活用を通じた
地域金融機関とのさらなる連携

招集ご通知：２７頁



中長期的な安定収益の確保

金利動向に応じた機動的な運用

対処すべき課題

資金運用を取り巻く環境は非常に厳しい状況

２ サテライト・ポートフォリオの資産内容充実など運用の高度化

ベース・ポートフォリオ

招集ご通知：２８頁



対処すべき課題

国際分散投資を推進
収益の向上

専門的人材の登用、外貨資金の調達態勢の充実等

２ サテライト・ポートフォリオの資産内容充実など運用の高度化

サテライト・ポートフォリオ

招集ご通知：２８頁

リスク管理態勢充実
信用力評価・

モニタリング態勢の強化
運用態勢をさらに強化

プライベート・エクイティ等

新たな投資領域を開拓



対処すべき課題

３ 内部管理態勢の充実・経営基盤の強化

招集ご通知：２８頁

経営基盤の
強化

ＩＲ活動・態勢の充実

Ｆｉｎ Ｔｅｃｈへの対応

ダイバーシティ・マネジメントの推進

人材育成の促進

内部管理態勢
の充実

コンプライアンス意識の
さらなる浸透

資産運用商品販売における
顧客保護態勢の強化



より一層の効率化

対処すべき課題

ＢＰＲの取り組み

３ 内部管理態勢の充実・経営基盤の強化

お客さまサービスの
向上

当行の成長

招集ご通知：２８頁

経費の効率的使用

積極投資



人に優しい事業環境の整備

対処すべき課題

社会・地域社会への貢献の推進

環境保全活動の推進

３ 内部管理態勢の充実・経営基盤の強化

ＣＳＲ分野

招集ご通知：２８頁



対処すべき課題

株主の皆さまには、

今後ともなお一層のご理解、

ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

これらの諸施策を通じて

企業価値向上に努めてまいります。

招集ご通知：２８頁


